
個別避難計画作成に至る取組み
避難行動要支援者の避難支援に対する制度的な流れ

１．避難行動要支援者名簿の作成の義務化（平成25年）
東日本大震災の教訓として、障がい者、高齢者、外国人、妊産婦等の方々について、情報提供、避難、

避難生活等様々な場面で対応が不十分な場面があったことを受け避難行動要支援者名簿を作成する
ことが市町村の義務とされました。

災害時の自助・共助の取組

２．個別避難計画の作成の努力義務化（令和３年）

令和元年台風19号等の近年の災害においても、多くの高齢者や障がい者等の方々が被害に遭
われている状況を踏まえ、 令和３年の災害対策基本法の改正により、 避難行動要支援者につい
て、個別避難計画を作成することが市町村の努力義務とされました。
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「個別避難計画の作成」の目的は「災害時に地域のみんなで助け合い、支援する体制を作る」ことです

災害の規模が大きいほど公助が遅れ、

自助や共助が重要になります
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個別避難計画作成（モデル事業）
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